
 

〇佐渡市クリーンエネルギー導入促進補助金交付要綱  

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、再生可能エネルギーの有効活用と災害時等の電源確

保を図り、地球温暖化の防止及び災害に強い島づくりを推進するため、

太陽光発電設備等を導入する者に対し、予算の範囲内において補助金を

交付するものとし、その交付に関しては、佐渡市補助金等交付規則（平

成16年佐渡市規則第55号）に定めるもののほか、この告示の定めるとこ

ろによる。 

（補助対象設備、補助対象経費及び補助金額）  

第２条 補助対象設備、補助対象経費及び補助金額は、別表第１に掲げる

ものとし、補助金額に千円未満の端数が生じたときにはこれを切り捨て

た額とする。なお、補助対象設備は新品（未使用品）であるものとする。  

２ 市長は、補助対象経費に自社製品の調達又は関係会社からの調達分が

ある場合は、利益相当額を当該補助対象経費から除外するものとする。  

（補助対象者）  

第３条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、

次に定める要件を全て満たす者とする。 

⑴   市内の住宅等に補助対象設備を設置しようとする者で、市内に住所

を有し、現に居住している若しくは居住しようとする個人であること、

市内に事業所を有し、市内の事業所等に補助対象設備を設置しようと

する個人事業主若しくは法人であること、又は、新潟県自然エネルギ

ーの島構想における先導的プロジェクトとして、市内の個人・個人事

業主・法人に対し、太陽光発電及び蓄電池設備、電気自動車等用 V2H

充電設備を第三者所有モデルにより提供する東北電力ソーラーｅチ

ャージ株式会社とし、本補助金全額がサービス料金の低減等により利

用者に還元されるものであること。  

⑵   納期が到来している市税を滞納していないこと。  

⑶   佐渡市暴力団排除条例（平成 24年佐渡市条例第33号）第２条第１号

又は第２号に該当しない者であること。 

⑷   別表第２の左欄に掲げる措置要件に該当し、同表右欄の交付停止期
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間を経過していない者でないこと。  

（交付の申請）  

第４条 申請者は、クリーンエネルギー導入促進補助金交付申請書（様式

第１号）に市長が定める書類（以下「添付書類」という。）を添えて、

補助対象設備の購入及び設置工事前までに市長に提出しなければならな

い。 

（交付決定）  

第５条 市長は、前条の規定により申請書の提出があったときは、当該申

請書の内容を審査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、交付決

定を行い、クリーンエネルギー導入促進補助金交付決定通知書（様式第

２号）により申請者に通知する。  

２ 前項の場合において、市長は、補助金の適正な交付を行うために必要

があるときは、補助金の交付の申請に係る事項について修正を加えて、

補助金の交付決定をすることができる。 

３ 市長は、審査の結果、補助金を交付しないと認めるときは、その理由

を付してクリーンエネルギー導入促進補助金不交付決定通知書（様式第

３号）により、申請者に通知する。  

（交付条件）  

第６条 市長は、補助金の交付を決定する場合において、補助金の交付の

決定を受けた者（以下「補助事業者」という。） に対して、次に掲げる

条件を付すものとする。  

⑴ 補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に従い、善良な管

理者の注意をもって補助事業を行うこと。  

⑵ 補助事業の内容の変更（ただし、補助金交付決定額の 20％以内の減

額変更や事業目的の遂行に影響を及ぼさない軽微なものを除く。）を

しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けること。  

⑶ 補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、市長の承認を受

けること。  

⑷ 市長が必要と認めて指示したときは、補助事業の実施の状況に関し、

遂行状況報告書を速やかに提出すべきこと。  

⑸ 補助事業が完了したときは、当該補助事業の完了の日から別に定め
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る期日までに、実績報告書を市長に提出すること。  

⑹ 市長が補助事業の適正な遂行に必要な範囲において報告を求め、又

は実地調査を行おうとするときは、遅滞なくこれに応ずること。  

⑺ 市長が補助事業に係る実績の報告等を受け、その報告等に係る補助

事業の実績が補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に適合

しないと認めたときは、市長の指示に従うこと。  

⑻ 市長が第 18条第４項の規定により補助金の全部又は一部の返還を請

求したときは、市長が指定する期日までに返還すること。 

⑼ 第18条第４項の規定により補助金の返還請求の通知を受けたときは、

補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（そ

の一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納付額を

控除した額）につき年 10.95パーセントの割合で計算した加算金を加え

て返還すること。  

⑽ 返還すべき補助金を期日までに納付しなかったときは、納期日の翌

日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年10.95パーセ

ントの割合で計算した延滞金を納付すること。  

⑾ 補助事業の実施により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取

得財産等」という。）のうち、第 15条第１項の規定により処分（補助

金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担

保に供することをいう。）を制限されたものについては、善良な管理

者の注意をもって管理し、その管理に係る台帳を備え、その管理状況

を明らかにしておくとともに、処分を制限された取得財産等を処分し

ようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けること。 

⑿ 処分を制限された取得財産等の処分により収益が生じたときは、市

長の請求に応じ、その収入の一部（消費税及び地方消費税に係る相当

額を除く。）を納付すること。  

⒀ 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に不服がある場合

において、申請の取下げをしようとするときは、交付の決定の通知を

受けた日から14日以内に市長に届け出ること。  

 

（申請の取下げ）  
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第７条 補助事業者は、補助金の交付決定の通知を受けた場合において、

交付の決定の内容又はこれに付された条件に対して不服があり、補助金

の交付の申請を取り下げようとするときは、当該通知を受けた日から 14

日以内に、クリーンエネルギー導入促進補助金交付申請取下げ書（様式

第４号）により市長に申し出なければならない。  

２ 市長は、前項の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に

係る補助金の交付決定はなかったものとみなして措置するものとする。  

（補助事業の内容変更）  

第８条 補助金の交付の決定を受けた者が、補助事業の内容変更（ただし、

軽微な変更は除く。）をしようとするときは、速やかにクリーンエネル

ギー導入促進補助金変更承認申請書（様式第５号）に添付書類を添えて

市長に申請し、承認を受けるものとする。  

２ 市長は、前項の規定により変更承認申請書を受理したときは、これを

審査し、申請に係る変更の内容が適正であると認め、これを承認したと

きは、クリーンエネルギー導入促進補助金変更交付決定通知書（様式第

６号）により、補助事業者に通知するものとする。  

（実績報告等）  

第９条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、当該補助事業の完了

の日から起算して 20日以内又は３月末日のいずれか早い日までに、クリ

ーンエネルギー導入促進補助金実績報告書（様式第７号）に添付書類を

添えて市長に報告しなければならない。 

（補助金額の確定） 

第10条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、その内容の審査

及び必要に応じて行う実地調査等により、当該報告に係る補助事業の実

績が補助金の交付決定の内容及びこれに付された条件に適合すると認め

たときは、交付すべき補助金の額を確定し、クリーンエネルギー導入促

進補助金交付額確定通知書（様式第８号）により補助事業者に通知する

ものとする。  

（補助金の支払）  

第11条 市長は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した場合

は、補助事業者から提出されたクリーンエネルギー導入促進補助金交付
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請求書（様式第９号）により補助金を支払うものとする。 

（中止又は廃止の承認）  

第12条 市長は、補助事業者がその責めに帰さない事由により補助事業の

全部又は一部を中止し、又は廃止しようとするときは、補助事業者から

クリーンエネルギー導入促進補助金中止（廃止）承認申請書（様式第 10

号）を提出させ、これを審査し、中止又は廃止がやむを得ないと認めて

これを承認したときは、クリーンエネルギー導入促進補助金中止（廃止）

承認通知書（様式第11号）により当該補助事業者に通知する。  

（補助金の経理）  

第13条 補助事業者は、補助金に係る経理について他の経理と明確に区分

した帳簿を備え、その収支の状況を明らかにしなければならない。  

２ 補助事業者は、前項の帳簿及び補助金に係る証拠書類を補助事業の完

了の日の属する年度の終了後５年間保存しなければならない。  

（財産の管理等）  

第14条 補助事業者は、取得財産等については、補助事業の完了後におい

ても善良な管理者の注意をもって管理し、補助金の交付の目的に従って

その効率的運用を図らなければならない。  

２ 補助事業者は、取得財産等について、クリーンエネルギー導入促進補

助金取得財産等管理台帳（様式第 12号）を備え、管理しなければならな

い。 

３ 補助事業者は、補助事業を行う年度に取得財産等があるときは、クリ

ーンエネルギー導入促進補助金取得財産等管理明細表（様式第12号の２）

を、第10条の規定により実績報告書を提出する際に添付して提出しなけ

ればならない。  

４ 補助事業者は、取得財産等を処分することにより、収入があったとき

は、クリーンエネルギー導入促進補助金財産処分収入金報告書（様式第

12号の３）を市長に提出し、市の請求に応じその収入の一部を市に納付

しなければならない。 

（財産の処分制限） 

第15条 補助事業者の取得財産等のうち処分を制限する財産は、取得価格

が単価50万円以上の別表第１に掲げる補助対象設備とする。  
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２ 取得財産等の処分を制限する期間は、減価償却資産の耐用年数等に関

する省令（昭和40年大蔵省令第15号）の規定を準用する。  

３ 補助事業者は、前項の規定により定められた期間内において、処分を

制限された取得財産等を処分しようとするときは、あらかじめ、クリー

ンエネルギー導入促進補助金財産処分承認申請書（様式第 13号）を市長

に提出し、その承認を受けなければならない。なお、第三者所有モデル

から譲渡（契約解除によるものを含む。）による財産処分を行う場合は、

処分制限期間内の管理義務は譲受者に移転するものとし、補助事業者は

譲受者に読み替えて各規定を適用する。 

４ 補助事業者は、第２項の規定により定められた期間を経過した取得財

産等を処分することにより得られた収入については、前条第４項の規定

は適用しない。  

 （第三者所有モデルの契約解除の制限）  

第16条 補助事業者は、第三者所有モデルに係る契約を解除しようとする

場合は、あらかじめ、クリーンエネルギー導入促進補助金第三者所有モ

デル契約解除承認申請書（様式第 14号）を市長に提出し、その承認を受

けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による契約解除承認申請書を受理し、これを承認

するときは、当該申請をした補助事業者に対し、必要であると認めると

きには、補助金の全部又は一部に相当する金額の納付を請求するものと

する。 

（交付決定の取消し） 

第17条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、交

付決定の全部又は一部を取り消すことができる。  

⑴ 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。  

⑵ 第５条の規定による交付の決定の内容に違反したとき。  

⑶ 第６条の規定により付された条件に違反したとき。  

⑷ その他法令等に違反したとき。  

⑸   本市との補助事業等に関して不正又は虚偽の報告等をしたとき。  

２ 市長は、前項の規定により交付決定の全部又は一部を取り消すことと

なったときは、クリーンエネルギー導入促進補助金交付決定取消通知書
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（様式第15号）により補助事業者に通知する。  

３ 第１項の規定は、第 10条の規定による補助金の額の確定があった後に

おいても適用する。 

（補助金の返還等） 

第18条 市長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合

において、補助事業の取消しに係る部分に関し、既に補助金が支払われ

ているときは、期限を定めて、その返還を請求するものとする。  

２ 市長は、第10条の規定により額の確定をした場合において、既に前項

の返還額を超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その

超える部分の補助金の返還を請求するものとする。  

３ 市長は、前２項の規定により補助金の返還を請求しようとするときは、

次に掲げる事項を補助事業者に通知するものとする。  

⑴ 返還すべき補助金の額  

⑵ 加算金及び延滞金に関する事項  

⑶ 納期日 

４ 市長は、第１項又は第２項の規定により補助金の返還を請求するとき

は、クリーンエネルギー導入促進補助金返還命令書（様式第 16号）によ

り行う。 

５ 市長は、補助事業者が、返還すべき補助金を第３項第３号に規定する

納期日までに納付しなかった場合は、納期日の翌日から納付の日までの

日数に応じ、その未納付額につき年 10.95パーセントの割合で計算した延

滞金を徴収するものとする。  

６ 取得財産等の処分に係る補助金の返還額を算定する基準は、別表第３

のとおりとする。  

（加算金） 

第19条 市長は、加算金を徴収する場合において、補助事業者の納付した

金額が返還を請求した補助金の額に達するまでは、その納付金額は、ま

ず当該返還を請求した補助金の額に充てるものとする。 

２ 市長は、補助事業者の申請に基づき、やむを得ない事情があると認め

るときは、加算金の全部又は一部を免除することができる。  

３ 補助事業者は、前項の申請をする場合は、クリーンエネルギー導入促
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進補助金返還に係る加算金（免除・減額）申請書（様式第 17号）により

行うものとする。  

（延滞金） 

第20条 市長は、延滞金を徴収する場合において、返還を請求した補助金

の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間

に係る延滞金の計算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除

した額によるものとする。  

２ 前条第１項の規定は、延滞金を徴収する場合に準用する。  

３ 市長は、補助事業者の申請に基づき、やむを得ない事情があると認め

るときは、延滞金の全部又は一部を免除することができる。  

４ 補助事業者は、前項の申請をする場合は、クリーンエネルギー導入促

進補助金返還に係る延滞金（免除・減額）申請書（様式第 17号）により

行うものとする。  

（補助金交付の停止） 

第21条 市長は、補助事業者が別表第２の左欄に掲げる措置要件に該当し

た場合は、同表の右欄に掲げる交付停止期間において補助金の交付を停

止する。ただし、当該措置要件に該当した後、市からの指導等を受け、

改善が見られる、又は見込まれる補助事業者については、補助金の交付

の停止をしないことができる。  

２ 市長は、前項本文の規定による補助金の交付の停止をすることとなっ

た場合は、クリーンエネルギー導入促進補助金停止通知書（様式第18号）

により補助事業者に通知するものとする。  

３ 別表第２に定める措置要件は、不正及び不適切等の行為を行った者並

びにそれに共謀した者を対象とし、団体においては、団体にその代表者

と主たる原因者を含めるものとする。 

４ 再停止の処分を受けた補助事業者の交付停止期間は、別表第２に定め

る停止期間の２倍の期間とする。  

（報告及び調査）  

第22条 市長は、補助金交付に関し必要があると認めるときは、補助事業

者に報告を求め、又は実地に調査することができる。  

２ 補助事業者は、前項の規定による報告の指示があった場合は、速やか
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にクリーンエネルギー導入促進補助金遂行状況報告書（様式第 19号）を

市長に提出しなければならない。  

３ 市長は、前２項の規定により、補助事業者に報告を求め、又は実地調

査を行った上で、補助事業の遂行状況等が交付決定の内容と著しく相違

が見られる場合は、改善内容を明示して補助事業者に指導を行うものと

する。 

４ 市長は、前項の指導を行ったにもかかわらず、改善の兆しが見えない

補助事業に対しては、補助金交付の取消しの処分を行うものとする。  

５ 市長は、前項の規定による補助金交付の取消しの処分を行う場合は、

第18条及び第19条の規定を準用する。  

（協力事項）  

第23条 補助事業者は、次に掲げる事項に協力する。  

⑴ 成果に関する資料の作成  

⑵ 市が主催する成果報告会等に際しての、資料作成、出席及び発表  

⑶ 補助事業及び補助金の評価に係る資料の作成、情報の提供並びにア

ンケート及びヒアリングへの対応  

（所管） 

第24条 この事業の事務は、総合政策課において所掌する。  

（その他） 

第25条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日）  

１ この告示は、令和６年４月１日から施行する。  

（失効規定）  

２ この告示は、令和10年３月31日限り、その効力を失う。ただし、同日

以前に、この告示の規定に基づき既になされた交付申請に係る補助金の

交付に関しては、同日後も、なおその効力を有する。  

   附 則 

 この告示は、令和７年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改

正規定は公表の日から施行する。  
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別表第１（第２条、第15条関係）  

 対象設備  補助対象経費  補助金額  

 

№１  太陽光発電設備  

住宅等の屋根等を利用して太陽光発電を

行い、設置された住宅等において電気が

消費されるものとする。ただし、太陽電

池容量が３ kw以上のものを対象とする。  

太陽光発電設備

に係る購入費用

（消費税は除

く。）とする。  

太陽電池容量１

kwあたり 40,000

円とする。（上

限 30万円又は補

助対象経費のい

ずれか金額の少

ない方）ただし、

蓄電池又は V2H

充電設備と経済

産業省が実施す

る「 CEV補助金」

で対象とする電

気自動車を同場

所に併せて導入

する場合、又は

充電インフラ設

備を同場所に併

せて導入する場

合は、太陽電池

容量 1kwあたり

60,000円とす

る。（上限 40万

円又は補助対象

経費のいずれか

金額の少ない

方）  
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№２  蓄電池設備  

太陽光発電設備（３ kw以上）と常時接続

し、太陽光発電により発電した電力を繰

り返し蓄え、停電時など必要に応じて電

気を活用することができる定置用のもの

とする。ただし、蓄電容量３ kwh以上のも

のを対象とする。  

なお、太陽光発電設備（３ kw以上）を既

に導入している場合、又は蓄電池設備の

導入に併せて太陽光発電設備（３ kw以上）

を導入する場合を対象とする。  

蓄電池設備に係

る購入費用（消費

税は除く。）とす

る。  

蓄電池容量１

kwhあたり

30,000円とす

る。（上限 30万

円又は補助対象

経費のいずれか

金額の少ない

方）  

№３  電気自動車等用 V2H充電設備  

経済産業省が実施する「充電インフラ補

助金（ V2H充電設備）」で補助対象となる

設備を対象とする。  

なお、太陽光発電設備（３ kw以上）を既

に導入している場合、又は V2H充電設備の

導入に併せて太陽光発電設備（３ kw以上）

を導入する場合を対象とする。  

V2H充電設備（本

体機器分）に係る

購入費用（消費税

は除く。）又は充

電インフラ補助

金（本体機器分）

における交付上

限額のいずれか

金額の少ない方

とする。  

補助対象経費の

１ /２以内とす

る。（上限 37.5

万円）  

№４  充電インフラ設備  

経済産業省が実施する「充電インフラ補

助金」で補助対象とする設備を対象とす

る。  

なお、個人宅への設置は対象外とし、観

光施設や宿泊施設、商業施設、飲食店等、

不特定多数に一般開放できる場所を対象

とする。  

充電インフラ設

備（本体機器分）

に係る購入費用

（消費税は除

く。）又は充電イ

ンフラ補助金（本

体機器分）におけ

る交付上限額の

補助対象経費の

１ /２以内とす

る。（普通充電

器の上限 17.5万

円、急速充電器

の上限 30万円）  
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いずれか金額の

少ない方とする。 

№５  薪ストーブ  

薪及び端材を燃料とした二次燃焼機能を

有する設備を対象とする。  

なお、補助事業者又は同一世帯員が過去

３年間にこの補助金で薪ストーブの交付

を受けた場合は対象外とする。  

薪ストーブ（本体

機器及び配管材

分）に係る購入費

用（消費税は除

く。）とする。  

補助対象経費の

１ /２以内とす

る。（上限 10万

円）  
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別表第２（第３条、第21条関係）  

措置要件  交付停止期間  

偽りその他不正の手段によって補

助金等の交付を受け、又は融通を受

けたとき。 

処分を発した日又は補助金等を返還し

た日のいずれか遅い日から36月 

補助金等の他の用途への使用があ

ったとき。 

処分を発した日又は補助金等を返還し

た日のいずれか遅い日から12月 

補助事業の実施に当たり、補助金等

の交付の決定の内容又はこれに付

した条件その他法令、条例又は規則

に違反し、当該違反行為の態様が悪

質で補助金等の交付の相手方とし

て不適当であるとき。 

処分を発した日又は補助金等を返還し

た日のいずれか遅い日から8月 

事業完了後の調査対象期間中にお

いて、期限までにその報告をしなか

ったとき（天災地変等報告者の責に

帰すべき事情によらない理由があ

る場合を除く。）。 

処分を発した日又は報告をした日のい

ずれか遅い日から6月 
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別表第３（第18条関係）  

区分 承認条件  返還額  備考 

目的

外使

用 

補助事業を

中止しない

場合 

返還（ただし、

備考欄の場合は

補助金返還は不

要とし、当該財

産の状況を報告

すること。）  

目的外使用部分に対

する残存簿価又は時

価評価額のいずれか

高い金額に補助率を

乗じた金額を返還す

る。 

本来の補助目的の

遂行に支障を及ぼ

さない範囲内で、か

つ、補助対象財産の

遊休期間内に一時

使用する場合は、返

還を要しない。  

補助

事業

を中

止す

る場

合 

道路

拡張

等に

より

取り

壊す

場合 

返還 財産処分により生じ

る収益（損失補償金

を含む。）に補助率を

乗じた金額を返還す

る。 

自己の責に帰さな

い事情等やむを得

ないものに限る。  

上記

以外

の場

合 

返還 残存簿価又は時価評

価額のいずれか高い

金額に補助率を乗じ

た金額を返還する。 

 

譲渡 有償 返還 譲渡契約額、残存簿

価又は時価評価額の

うち最も高い金額に

補助率を乗じた金額

を返還する。  

 

無償 返還（ただし、

備考欄の場合は

補助金返還は不

要とし、当該財

残存簿価又は時価評

価額のいずれか高い

金額に補助率を乗じ

た金額を返還する。 

処分制限期間の残

期間内、補助条件を

承継する場合は、返

還を要しない。  
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産の状況を報告

すること。）  

交換 下取り交換

の場合 

補助対象財産の

処分益を新規購

入費に充当し、

かつ、旧財産の

処分制限期間の

残期間内、新財

産が補助条件を

承継すること。  

 新規購入するもの

は、当初の補助対象

財産の要件を備え

ているものに限る。 

下取り交換

以外の場合  

交換差益額を返

還 

交換差益額に補助率

を乗じた金額を返還

する。  

原則、交換により差

損が生じない場合

に限る。  

貸付

け 

有償（遊休期

間内の一時

貸付け） 

収益について返

還、かつ、本来

の補助目的の遂

行に影響を及ぼ

さないこと。  

貸付けにより生じる

収益（貸付けによる

収入から管理費その

他の貸付けに要する

費用を差し引いた

額）に補助率を乗じ

た金額を返還する。 

 

無償（遊休期

間内の一時

貸付け） 

本来の補助目的

の遂行に影響を

及ぼさないこ

と。 

  

上記以外の

場合 

返還 残存簿価又は時価評

価額のいずれか高い

金額に補助率を乗じ

た金額を返還する。 

 

担保 補助残融資 本来の補助目的   
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又は補助目

的の遂行上

必要な融資

を受ける場

合 

の遂行に影響を

及ぼさないこ

と。 

上記以外の

場合 

返還 残存簿価又は時価評

価額のいずれか高い

金額に補助率を乗じ

た金額を返還する。 

 

取壊し、廃棄 返還 残存簿価又は時価評

価額のいずれか高い

金額に補助率を乗じ

た金額を返還する。 
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様式第１号（第４条関係） 

年   月   日  

 

 佐渡市長  様  

申請者  住所  

氏名  

電話番号  

メールアドレス 

 

    年度クリーンエネルギー導入促進補助金交付申請書  

 

     年度において、クリーンエネルギー導入促進補助金の交付を受けたいので、佐渡

市クリーンエネルギー導入促進補助金交付要綱第４条の規定により次のとおり関係書類

を添えて申請します。 

 

補助対象設備の種類  

（該当するものに☑） 

□№１ 太陽光発電設備（容量：  kw）（EV導入の有無：  ） 

□№2 蓄電池設備（容量：  kwh） 

□№3 電気自動車等V2H充電設備  

□№４ 充電インフラ設備（種類：        ） 

□№５ 薪ストーブ 

 

補助対象設備の設置

場所  

佐渡市  

※太陽光発電設備を設置済みの場合の設置住所及び容量  

設置住所：佐渡市                 容量：  ｋｗ 

補助金交付申請額  円  

補助事業の工事着工

予定日（完了予定日） 
年    月    日  （    年   月   日） 

添付書類  
別紙１ 誓約書兼同意書  

別紙２ 補助金計算書（当初） 

※メールアドレスをご記入いただいた場合は、補助金交付額確定後の交付請求書をメー

ル提出することが可能です。 
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別紙１（様式第１号関係） 

 

誓約書兼同意書  

 

 私（法人である場合は「当社」、団体である場合は「当団体」）は、補助金の交付を申請

するに当たり、現在下記要件の全てを満たしており、補助事業実施期間及び補助事業

終了後の５年間についても、これを維持することを誓約いたします。  

 また、補助金の交付の申請に当たり、私の世帯の住民基本台帳、市税等の納付状況

について担当職員が確認することについて同意いたします。  

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることにな

っても異議は一切申し立てません。 

 

記  

 

１ 佐渡市クリーンエネルギー導入促進補助金交付要綱の規定を遵守し、補助事業を適

正かつ確実に実施できること。 

２ 市税（等）を滞納していない者であること。 

３ 佐渡市暴力団排除条例第２条第１号の暴力団又は第２号の暴力団員に該当しない

こと。 

４ 佐渡市クリーンエネルギー導入促進補助金交付要綱別表第２に掲げる措置要件に

該当し、同表の交付停止期間を経過していない者でないこと。  

 

   年    月    日  

佐渡市長       様  

 

                                  申請者                 

                                  住所                  

 

氏名                   
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様式第２号（第５条関係） 

 

     第       号  

    年   月   日  

 

住 所    

氏 名               様  

佐渡市長             

 

  年度クリーンエネルギー導入促進補助金交付決定通知書  

 

年   月   日付けで申請のありましたクリーンエネルギー導入促進補助金の交付

について、佐渡市クリーンエネルギー導入促進補助金交付要綱第５条第１項の規定によ

り、次のとおり交付することに決定したので通知します。  

 

補助対象設備の種類

（該当するものに☑） 

□№１ 太陽光発電設備（容量：  kw）（EV導入の有無：  ）  

□№2 蓄電池設備（容量：  kwh） 

□№3 電気自動車等V2H充電設備  

□№４ 充電インフラ設備（種類：        ） 

□№５ 薪ストーブ 

 

交付決定額  円   

交付決定の内容  

この補助金の適正な交付を行うため対象となる事業の内容

及びこれに要する経費の配分は、     年   月   日付け、

申請書記載のとおりとする。 

交付の条件  
佐渡市クリーンエネルギー導入促進補助金交付要綱第６条

の交付条件を遵守すること。 
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様式第３号（第５条関係） 

 

    第       号  

       年   月   日  

 

住 所   

氏 名             様  

佐渡市長            

 

年度クリーンエネルギー導入促進補助金不交付決定通知書  

 

年   月   日付けで申請のありましたクリーンエネルギー導入促進補助金の交付

について、佐渡市クリーンエネルギー導入促進補助金交付要綱第５条第３項の規定によ

り、次のとおり交付しないことに決定したので通知します。  

 

 

１ 設置設備の種類（該当するものに☑） 

□№１ 太陽光発電設備（容量：  kw）（EV導入の有無：  ） 

□№2 蓄電池設備（容量：  kwh） 

□№3 電気自動車等V2H充電設備  

□№４ 充電インフラ設備（種類：        ） 

□№５ 薪ストーブ 

 

 

 

２ 不交付の理由  
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様式第４号（第７条関係） 

 

     年   月   日  

 

佐渡市長  様  

 

申請者  住所   

                               氏名                 

電話番号  

 

    年度クリーンエネルギー導入促進補助金交付申請取下げ書  

 

    年   月   日付け    第     号で交付決定通知があったクリーンエネルギ

ー導入促進補助金について、交付の申請を取り下げたいので、佐渡市クリーンエネルギ

ー導入促進補助金交付要綱第７条第１項の規定により届け出ます。 

 

記  

 

１ 設置設備の種類（該当するものに☑） 

□№１ 太陽光発電設備（容量：  kw）（EV導入の有無：  ）  

□№2 蓄電池設備（容量：  kwh） 

□№3 電気自動車等V2H充電設備  

□№４ 充電インフラ設備（種類：        ） 

□№５ 薪ストーブ 

 

 

 

２ 取下げ理由  
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様式第５号（第８条関係） 

 

    年   月   日  

 

佐渡市長  様  

 

申請者  住所   

                               氏名  

電話番号  

 

 

年度クリーンエネルギー導入促進補助金変更承認申請書  

 

年   月   日付け    第     号で交付決定のあった補助事業について、

次のとおり変更したいので、佐渡市クリーンエネルギー導入促進補助金交付要綱第８条

第１項の規定により、次の関係書類を添えて申請します。  

 

補助対象設備の種類  

（該当するものに☑） 

□№１ 太陽光発電設備（容量：  kw）（EV導入の有無：  ）  

□№2 蓄電池設備（容量：  kwh） 

□№3 電気自動車等V2H充電設備  

□№４ 充電インフラ設備（種類：        ） 

□№５ 薪ストーブ 

 

変更内容及び理由  

 

 

 

 

補助金交付決定額  円   

補助金変更交付申請額  円   

変更後の補助事業の 

完了予定年月日  
年   月   日  

添付書類  別紙３ 補助金計算書（変更） 
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様式第６号（第８条関係） 

 

    第       号  

    年   月   日  

 

住 所   

氏 名             様  

 

佐渡市長          

 

年度クリーンエネルギー導入促進補助金変更交付決定通知書  

 

年   月   日付け    第     号で交付決定したクリーンエネルギー導入

促進補助金について、次のとおり変更交付決定したので佐渡市クリーンエネルギー導入

促進補助金交付要綱第８条第２項の規定により通知します。 

 

補助対象設備の種類  

（該当するものに☑） 

□№１ 太陽光発電設備（容量：   kw）（EV導入の有無： ）  

□№2 蓄電池設備（容量：  kwh） 

□№3 電気自動車等V2H充電設備  

□№４ 充電インフラ設備（種類：         ） 

□№５ 薪ストーブ 

 

交付決定額  

（変更内訳） 

変更前の額  円   

変更後の額  円   

変更の増減額  円  （    ） 

変更交付決定

の内容  

この補助金の適正な交付を行うため対象となる事業の内容及びこれに要

する経費の配分は、    年   月   日付けで申請のあった変更承認申

請書記載事項のとおりとする。 

交付の条件  
佐渡市クリーンエネルギー導入促進補助金交付要綱第６条の交付条件

を遵守すること。 

 



 

25 

様式第７号（第９条関係） 

 

    年   月   日  

 

佐渡市長  様  

 

申請者  住所   

                               氏名  

電話番号  

 

 

年度クリーンエネルギー導入促進補助金実績報告書  

 

年   月   日付け    第     号で交付の決定の通知があったクリーン

エネルギー導入促進補助金について、佐渡市クリーンエネルギー導入促進補助金交付

要綱第９条の規定により、その実績を次の関係書類を添えて報告します。  

 

補助対象設備の種類  

（該当するものに☑） 

□№１ 太陽光発電設備（容量：  kw）（EV導入の有無：  ）  

□№2 蓄電池設備（蓄電容量：     kwh） 

□№3 電気自動車等V2H充電設備  

□№４ 充電インフラ設備（種類：        ） 

□№５ 薪ストーブ 

 

補助金交付決定額  円   

補助金実績申請額  円  

補助事業の完了年月日  年   月   日  

添付書類  

別紙４ 補助金計算書（実績） 

様式第 12号の２ 取得財産等管理明細表（設備の取得価

格が50万円以上の場合） 
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様式第８号（第 10条関係） 

 

    第       号  

       年   月   日  

 

住 所   

氏 名               様  

佐渡市長          

 

年度クリーンエネルギー導入促進補助金交付額確定通知書  

 

年   月   日付け    第     号で交付の決定をしたクリーンエネルギー導

入促進補助金については、佐渡市クリーンエネルギー導入促進補助金交付要綱第 10条

の規定により、次のとおりその額を確定したので通知する。  

 

１ 設置設備の種類（該当するものに☑） 

□№１ 太陽光発電設備（容量：  kw）（EV導入の有無：  ）  

□№2 蓄電池設備（容量：  kwh） 

□№3 電気自動車等V2H充電設備  

□№４ 充電インフラ設備（種類：        ） 

□№５ 薪ストーブ 

 

 

２ 交付決定額          円  

 

３ 交付確定額          円  

 

４ 額を変更して確定した理由  
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様式第９号（第 11条関係） 

   

  年   月   日  

 

佐渡市長  様  

 

申請者  住所   

                               氏名                            

電話番号  

 

年度クリーンエネルギー導入促進補助金交付請求書  

 

年   月   日付け    第     号で額の確定通知があったクリーンエネル

ギー導入促進補助金を下記のとおり交付されるよう、佐渡市クリーンエネルギー導入促進

補助金交付要綱第 11条の規定により請求します。 

 

記  

 

金           円  

 

  振 込 口 座    金融機関名・支店名               

              口座種別               

              口座番号               

              （フリガナ） 

              口座名義人             

 

 役職  氏名  連絡先  

発行責任者     

担当者     
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様式第 10号（第 12条関係） 

 

    年   月   日  

 

佐渡市長  様  

 

申請者  住所   

                               氏名  

電話番号  

 

 年度クリーンエネルギー導入促進補助金中止（廃止）承認申請書  

 

     年   月   日付け    第     号で交付決定の通知があったクリーンエネルギ

ー導入促進補助金について、下記のとおり中止（廃止）したいので、佐渡市クリーンエネ

ルギー導入促進補助金交付要綱第 12条の規定により申請します。 

 

記  

１ 設置設備の種類（該当するものに☑） 

□№１ 太陽光発電設備（容量：  kw）（EV導入の有無：  ）  

□№2 蓄電池設備（容量：  kwh） 

□№3 電気自動車等V2H充電設備  

□№４ 充電インフラ設備（種類：        ） 

□№５ 薪ストーブ 

 

 

 

２ （中止・廃止）の理由  
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様式第 11号（第 12条関係） 

第        号  

年    月    日  

 

住  所  

氏  名              様  

佐渡市長            

 

年度クリーンエネルギー導入促進補助金中止（廃止）承認通知書  

 

    年   月   日付け    第     号で交付決定したクリーンエネルギー導入促進

補助金について、     年   月   日付け中止（廃止）承認申請書で申請のあった中

止を承認しますので、佐渡市クリーンエネルギー導入促進補助金交付要綱第 12条の規

定により通知します。 

 

記  

１ 設置設備の種類（該当するものに☑） 

□№１ 太陽光発電設備（容量：  kw）（EV導入の有無：  ）  

□№2 蓄電池設備（容量：  kwh） 

□№3 電気自動車等V2H充電設備  

□№４ 充電インフラ設備（種類：        ） 

□№５ 薪ストーブ 
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様式第 12 号（第 1４条関係） 

 

年度クリーンエネルギー導入促進補助金取得財産等管理台帳  

 

財産名  

規

格  

数

量  

単価  

（円）  

金額  

（円）  

取得  

年月日  

耐用  

年数  

保管  

場所  

備考  

         

 

１ 対象となる取得財産等は、佐渡市クリーンエネルギー導入促進補助金交付要綱第 1

５条第１項に定める取得価格が１件当たり50万円以上のものとする。 

２  財産名の区分には、（ア）太陽光発電設備、（イ）蓄電池設備、（ウ）V2H 充電設備

（エ）充電インフラ設備、（オ）薪ストーブとする。 

３ 取得年月日は、検収年月日を記載すること。 
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様式第 12 号の２（第 1４条関係） 

 

年度クリーンエネルギー導入促進補助金取得財産等管理明細表  

 

財産名  

規

格  

数

量  

単価  

（円）  

金額  

（円）  

取得  

年月日  

耐用  

年数  

保管  

場所  

備考  

         

 

１ 対象となる取得財産等は、佐渡市クリーンエネルギー導入促進補助金交付要綱第 1

５条第１項に定める取得価格が１件当たり 50 万円以上のものとする。 

２  財産名の区分には、（ア）太陽光発電設備、（イ）蓄電池設備、（ウ）V2H 充電設備

（エ）充電インフラ設備、（オ）薪ストーブとする。 

３ 取得年月日は、検収年月日を記載すること。 
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様式第 12 号の３（第 14 条関係） 

 

   年    月    日  

 

佐渡市長  様  

 

申請者  住所   

                               氏名  

電話番号  

 

   年度クリーンエネルギー導入促進補助金財産処分収入金報告書  

 

      年   月   日付け    第    号で交付決定の通知を受けたクリーンエネルギ

ー導入促進補助金で取得した財産について、下記のとおり財産処分を行いましたので、

佐渡市クリーンエネルギー導入促進補助金交付要綱第 14条第２項の規定により報告し

ます。 

 

記  

 

１ 財産処分の内容  

 

 

２ 財産処分に伴い得た収入金              円  
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様式第 13 号（第 15 条関係） 

 

    年   月   日  

 

佐渡市長  様  

 

申請者  住所   

                               氏名                

電話番号  

 

    年度クリーンエネルギー導入促進補助金財産処分承認申請書  

 

    年   月   日付け    第     号で補助金の額の確定通知を受けた    

年度クリーンエネルギー導入促進補助金に係る財産処分の承認を受けたいので、佐渡

市クリーンエネルギー導入促進補助金交付要綱第 15条第３項の規定により申請します。 

 

記  

 

１ 処分しようとする財産及びその理由  

 ⑴ 財産の名称及び仕様等  

 

 ⑵ 処分の方法  

 

 ⑶ 処分の時期  

 

 ⑷ 残存簿価  

 

 ⑸ 処分による収入金  

 

 ⑹ 処分理由  

 

２ 処分しようとする相手方  

  ・住所  

  ・氏名又は団体名称及び代表者名  

  ・使用の目的  

  ・使用の条件  

 

３ 納付すべき金額及び算出基礎  
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様式第 14 号（第 16 条関係） 

 

   年    月    日  

 

佐渡市長  様  

 

申請者  住所   

                               氏名  

電話番号  

 

   年度クリーンエネルギー導入促進補助金第三者所有モデル契約解除承認申請書  

 

      年   月   日付け    第    号で交付決定の通知を受けたクリーンエネルギ

ー導入促進補助金について、下記のとおり第三者所有モデルの契約を解除したいので、

佐渡市クリーンエネルギー導入促進補助金交付要綱第 16条第１項の規定により、関係

書類を添えて申請します。 

 

 

１ 契約解除の内容  

 

 

２ 契約解除の理由  

 

 

３ 補助金相当額の還元状況等  
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様式第 15号（第 17条関係） 

 

    第       号  

       年   月   日  

 

住 所   

氏 名               様  

佐渡市長          

 

年度クリーンエネルギー導入促進補助金交付決定取消通知書  

 

年   月   日付け    第     号で交付の決定をしたクリーンエネルギー導

入促進補助金については、佐渡市クリーンエネルギー導入促進補助金交付要綱第 17条

第２項の規定により、その交付決定を取り消すこととしたので通知します。  

 

 

１ 設置設備の種類（該当するものに☑） 

□№１ 太陽光発電設備（容量：  kw）（EV導入の有無：  ）  

□№2 蓄電池設備（容量：  kwh） 

□№3 電気自動車等V2H充電設備  

□№４ 充電インフラ設備（種類：        ） 

□№５ 薪ストーブ 

 

 

 

２ 交付決定取消額            円  

 

 

３ 交付決定取消の内容・理由  

 

 



 

36 

様式第 16号（第 18条関係） 

   第       号  

   年   月   日  

住 所             

氏 名                 様  

 

佐渡市長           

 

   年度クリーンエネルギー導入促進補助金返還命令書  

 

佐渡市クリーンエネルギー導入促進補助金交付要綱第 18条第４項の規定により、下

記のとおり返還を命ずる。 

記  

１ 設置設備の種類（該当するものに☑） 

□№１ 太陽光発電設備（容量：  kw）（EV導入の有無：  ）  

□№2 蓄電池設備（容量：  kwh） 

□№3 電気自動車等V2H充電設備  

□№４ 充電インフラ設備（種類：        ） 

□№５ 薪ストーブ 

 

 

２ 返還すべき額  

 

３ 返還期限  

 

４ 返還を命ずる理由  

 

５ 返還方法  

 

６ 補助対象年度  

 

７ 補助金等の名称  

 

８ 補助金等の交付決定通知額  

 

９ 補助金等の交付済額  

                      年   月   日交付       円  

年   月   日交付       円  

10 補助金等の交付確定額  
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様式第 17号（第 19条、第 20条関係） 

 

    年   月   日  

 

佐渡市長  様  

申請者  住所   

                               氏名                 

電話番号  

 

  年度クリーンエネルギー導入促進補助金返還に係る 

（加算金・延滞金）（免除・減額）申請書  

 

    年   月   日付け    第     号で補助金の（交付決定の通知を受けた・額

の確定通知を受けた）クリーンエネルギー導入促進補助金の返還に係る（加算金・延滞

金）の（免除・減額）を受けたいので、佐渡市クリーンエネルギー導入促進補助金交付要

綱第（19・20）条第（３・４）項の規定により申請します。 

 

記  

 

１ 設置設備の種類（該当するものに☑） 

□№１ 太陽光発電設備（容量：  kw）（EV導入の有無：  ）  

□№2 蓄電池設備（容量：  kwh） 

□№3 電気自動車等V2H充電設備  

□№４ 充電インフラ設備（種類：        ） 

□№５ 薪ストーブ 

 

 

２（加算金・延滞金）の額            円  

 

 

３（加算金・延滞金）（免除・減額）申請の理由  
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様式第 18号（第 21条関係） 

   第       号  

   年   月   日  

 

住 所             

氏 名                様  

佐渡市長           

 

   年度クリーンエネルギー導入促進補助金停止通知書  

 

佐渡市クリーンエネルギー導入促進補助金交付要綱第 21条第２項の規定により、補

助金等の交付を（停止・再停止）する。 

 

記  

 

１ 設置設備の種類（該当するものに☑） 

□№１ 太陽光発電設備（容量：  kw）（EV導入の有無：  ）  

□№2 蓄電池設備（容量：  kwh） 

□№3 電気自動車等V2H充電設備  

□№４ 充電インフラ設備（種類：        ） 

□№５ 薪ストーブ 

 

 

２ 停止期間  

              年   月   日  から 

              年   月   日  まで 

 

２ その他  

・再停止の場合は、佐渡市クリーンエネルギー導入促進補助金交付要綱別表第２ 

に定める停止期間の２倍の期間とする。 
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様式第 19号（第 22条関係） 

 

     年   月   日  

 

佐渡市長  様  

申請者  住所   

                               氏名                

電話番号  

 

    年度クリーンエネルギー導入促進補助金遂行状況報告書  

 

    年   月   日付け    第      号で交付決定通知があったクリーンエネル

ギー導入促進補助金の遂行状況を、佐渡市クリーンエネルギー導入促進補助金交付要

綱第 22条第２項の規定により下記のとおり報告します。 

 

記  

１ 設置設備の種類（該当するものに☑） 

□№１ 太陽光発電設備（容量：  kw）（EV導入の有無：  ）  

□№2 蓄電池設備（容量：  kwh） 

□№3 電気自動車等V2H充電設備  

□№４ 充電インフラ設備（種類：        ） 

□№５ 薪ストーブ 

 

 

 

２ 事業の遂行状況及び進捗率  

 

 

 

 

 

 


